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Ⅰ. 現在の景気動向についての傾向 

＜総括＞ 

・全国の小規模企業の景況感は、わずかな改善に留まる。慢性的な人材不足に加え、野菜

や原油などの高騰が採算確保の重しとなり業況改善には至らず。 

・新潟県の中小企業景況感は、業界の景況・売上高・資金繰りで改善。 

・新発田市の中小企業景況感は、厳しい傾向。建設業とサービス業において企業間での差

が見られた。来期見通しは製造業の売上に明るい兆しが見られるものの、全体として厳

しい傾向が続く。直面している経営上の課題として「需要の停滞」が全業種で挙げられ

た。※平成 29 年 1-3 月期 

 

１. 全国的な経済動向について 

■小規模企業の景気動向（平成 29 年 11 月期） 

「人材不足や原材料高騰が重しとなり、わずかな改善に留まった小規模企業景況」 

 産業全体における平成 29 年 11 月期の景気動向としては、業況 DI、資金繰り DI は先

月と比べ若干改善し、売上額 DI は小幅に改善する一方で、採算 DI はわずかに悪化した。

売上 DI は、建設業を除き改善がみられるが、慢性的な人手不足に加え、野菜や原油など

の高騰が採算確保の重しとなっており、本格的な業況改善には至っていない。 

 

小規模企業における景気動向全国 単位ポイント DI 値* 

 

参照元：全国商工会連合会小規模企業景気動向調査 

*DI 値…Diffusion Index の略で、「増加」「好転」したとする企業割合から、「減少」「悪化」したと

する企業割合を差し引いた値のこと。企業の景況感を示す業況判断指数として用いられ、プラスに転じる

ほど「景況感が良い」と捉えることができる。  
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２. 新潟県内の経済動向について 

「前月と比べ、業界の景況・売上高・資金繰りの３項目で改善」 

 新潟県内中小企業における景況感として、「業界の景況」DI 値は＋5.2 ポイント、「売

上高」DI 値は＋1.6 ポイント、「資金繰り」DI 値は＋5 ポイント、「収益状況」DI 値は

▲3.3 ポイントとなった。 

前年同月比でみると、「収益状況」横ばいであるものの「業界の景況」DI 値は 15 ポイ

ント、「売上高」DI 値は 10 ポイント、「資金繰り」DI 値は 8.3 ポイントそれぞれ改善

した。 

●新潟県内中小企業における景況感 

 

参照元：月次景況調査報告 新潟県中小企業団体中央会（平成 29 年 12 月） 
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３. 新発田市の人口・世帯数について 

＜新発田市人口推移（平成 2９年４月～１２月）＞ 

  人口 男 女 増減数 世帯数 

平成 29 年 4 月 99,279 48,096 51,183 ▲ 52 36,237 

平成 29 年 5 月 99,222 48,061 51,161 ▲ 57 36,272 

平成 29 年 6 月 99,160 48,041 51,119 ▲ 62 36,278 

平成 29 年 7 月 99,162 48,044 51,118 2 36,304 

平成 29 年 8 月 99,075 48,004 51,071 ▲ 87 36,310 

平成 29 年 9 月 99,041 47,994 51,047 ▲ 34 36,340 

平成 29 年 10 月 99,014 48,004 51,010 ▲ 27 36,382 

平成 29 年 11 月 98,960 47,971 50,989 ▲ 54 36,387 

平成 29 年 12 月 98,912 47,948 50,964 ▲ 48 36,408 

参照元：新発田市 

＜紫雲寺地区人口推移（平成 2９年４月～１２月）＞ 

  人口 男 女 増減数 世帯数 

平成 29 年 4 月 7,251 3,513 3,738 ▲ 10 2,225 

平成 29 年 5 月 7,246 3,510 3,736 ▲ 5 2,226 

平成 29 年 6 月 7,233 3,502 3,731 ▲ 13 2,227 

平成 29 年 7 月 7,234 3,503 3,731 1 2,228 

平成 29 年 8 月 7,216 3,494 3,722 ▲ 18 2,227 

平成 29 年 9 月 7,197 3,483 3,714 ▲ 19 2,225 

平成 29 年 10 月 7,193 3,484 3,709 ▲ 4 2,226 

平成 29 年 11 月 7,184 3,478 3,706 ▲ 9 2,226 

平成 29 年 12 月 7,178 3,473 3,705 ▲ 6 2,228 

参照元：新発田市 

 

新発田市の人口推移としては、減少傾向にある。平成２９年１２月末現在の新発田市人

口は、98,912 人であり、平成 2９年４月から 367 人減少した。世帯数は大型開発や核家

族化の影響等があり増加傾向にある。 

紫雲寺地区の人口推移としては、減少傾向にある。平成２９年１２月末現在の紫雲寺地

区は、7,178 人であり、平成 2９年４月から 73 人減少した。世帯数はほぼ横ばい。 
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４．新発田市における企業の景況感 

＜新発田市の企業における業種別景気動向 単位：ポイント（DI 値）＞ 

 

参照元：新発田市商工会議所 中小企業景況調査（平成 29 年 1-3 月期） 
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 新発田市商工会議所の中小企業景況調査によると、全業種において前年同期比で採算・

業況で悪化割合が減っている。来期見通しは売上で増加と見る企業が増え、明るい兆しが

見られるものの、採算・業況の改善には至っていない。 

 卸売業においては前年同期比で売上減少が 50%ではあるものの、各項目の減少・悪化

が改善されている。小売業においては、前年同期比で売上増加が 20%と増えたものの各

項目で悪化・減少の割合が高く、厳しい状況が続いている。来期に向けても業況は不変や

悪化と見る企業が多く、全体として厳しい傾向が続いている。サービス業においては、前

年同期比で全項目の増加・好転割合が増えている半面、減少悪化割合も増えており企業間

での差が出ている。来期見通しは売上減少が増えたものの資金繰り・採算・業況は不変の

割合が高い。 
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Ⅱ.紫雲寺地域の企業における景気動向について 

■現在の景気・業況・売上の推移について 

 

・昨年同時期と比べた売上の変化として「ほぼ横ばい」が全体の約３０％ 

・「売上が増加している」「売上が微増している」と回答した事業者は全体の約５０％。 

・「売上が減少している」「売上が微減している」と回答した事業者は全体の２０％ 

 

 現在の景気や業況、昨年同時期と比べた売上の状況について聞いたところ、「ほぼ横ば

いで推移している」と全体の約３０%の事業者が回答した。 

昨年同時期と比べて「売上が増加している」「売上が微増している」と回答した事業者

は全体の約５０%。一方で「売上が減少している」「売上が微減している」と回答した事

業者は全体の２０％となっている。売上高の増加要因として多く挙げられたのは、客数の

増加・微増によるものが多く占めている。 
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■仕入れ価格の状況について 

 

 仕入れ価格や費用の状況については総じて「大きな変化がない」という回答が全体の５

０％、「微増」「増加」と回答した企業は全体の４０％となった。 

「微増」「増加」の要因として食材（野菜）の価格高騰や、原油価格の高騰による燃

料、資材の価格が高騰したという回答が多く寄せられた。また、外注人件費に関する価格

が上がっているなどの回答も見受けられた。一方で、「微減」と回答した企業からは、原

価管理の取組みや、仕入先の変更、直接取引の導入など仕入れ価格を下げるための取組み

が効果につながっているとの回答も寄せられた。 

 

■雇用・人材の状況について 

 

 全体の９０％の事業者で「総人員に変動なし/増員の予定なし」との回答が占めた。 

「新たに退職があった」要因としては、体調不良等によるものであった。雇用・人材に関

しては、若手の採用による企業の若返りが課題という回答が寄せられ、中途採用だけでな

く新卒採用に取り組む等の施策を行うという回答も見受けられた。 
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■支援ニーズ(複数回答あり) 

 

 商工会からの支援に関するニーズとしては、「これまで通りの経営サポートの維持」

「セミナーの開催」という要望が共に全体の約３４％を占める回答となっている。 

また、セミナーの内容として財務分析、決算書の読み方、事業継承、人材育成（新入社

員、中堅社員研修）など地域の次の担い手育成に対するサポートを求めている回答が寄せ

られた。 

 

■現在の経営課題について(複数回答あり) 
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回答全体の約３８%において、「売上拡大／販売経路拡大に向けた経営課題」が挙げら

れている。「売上拡大」の施策として飲食業では鮮魚の養殖に関する取り組みなど新たな

施策を検討している事業者も多く、「売上拡大」の施策として「新分野への展開」「商品

力強化」などの回答が寄せられた。 

また、仕事の新たな引き合いを受けるものの、人材不足により受けることが出来ないと

いった声や、人材不足によって営業力に割けず営業力の低下を招いているなどの声が寄せ

られた。また「人材強化の課題」のなかで、働き方改革への対応を課題と回答する企業も

あった。人材不足の中でより良い職場環境をどのように整えていくかということが今後の

企業の更なる経営課題となることが想定される。 

 

■事業承継について 

 

事業承継に関して前回報告からの統計数値に変更がなかった。 

後継者未定の事業者様の施策として、新潟県事業引き継ぎ支援センターへの相談や第３

者承継の検討なども回答として挙げられた。 

 

以上 


